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　第二次安倍政権にて「女性の活躍推進」が

掲げられてから５年が経過した。この５年間

で、特に既婚女性の就業率が上がり、M字カ

ーブの底上げが進んでいる。働く女性が増え、

女性の消費力が増すことは、日本の消費全体

の活性化につながる。もともと女性の消費意

欲は男性より強いが、最近では妻が夫並みに

稼ぎ消費力の高い共働き世帯（パワーカップ

ル）も増えている。さらなるM字カーブの底

上げで、どのような消費が期待できるのか。

また、消費活性化に向けた課題には何がある

のか。

■１．政策効果で「M字カーブ」
の底上げ

　「女性の活躍推進」政策では、「出産・子育

て等による離職を減少させるとともに、指導

的地位に占める女性の割合の増加」を図るこ

とで、25〜44歳の女性の就業率を上げること

を目指している（注１）。

　第二次安倍政権が発足した2012年以降の女

性の労働力率を見ると、30歳代を中心に上昇

しており、「M字カーブ」の底上げは進んで

いる（図表１）。

　この要因の１つには政策効果があげられ

る。「女性の活躍推進」政策が掲げられるこ

とで、企業における就労環境の整備が進み、

2016年10月に経団連は「女性の活躍事例集」

をまとめた。在宅勤務制度や時間単位の休暇
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制度、朝型勤務などのスマートワークの推進、

配偶者だけでなく本人転勤時の育児支援な

ど、先進的な女性活躍の取組みが掲載されて

いる。

　一方で一時期ほどではないが、未婚化の進

行は続いている（図表２）。未婚女性は既婚

女性と比べて労働力率が高いため、「M字カ

ーブ」の底上げには未婚化の進行も正の効果

を与える。

　そこで、女性の労働力率の変化要因を配偶

関係別に分解することで、近年の「M字カーブ」

の底上げには、既婚女性による要因（主に政

策による就労環境の整備による要因）と未婚

女性による要因が、それぞれどの程度寄与し

ているのかを確認することを試みた（注２）。

　〈要因分解の方法〉

　その結果、2012年以降の「M字カーブ」の

くぼみを描く20〜40歳代における労働力率の

上昇には、有配偶女性の労働力率の変化効果

がプラスに大きく寄与していることが分かっ

た（図表２）。未婚化の影響を表す配偶関係

別人口の変化効果は、40歳代（や50歳代前半）

でわずかにプラスの効果が見られる程度だ。

なお、参考のため、10年前や15年前について

も同様に分析をすると、30歳代を中心に未婚

化による労働力率の上昇が読み取れるほか、

（図表１）女性の労働力率の変化

（資料）総務省「労働力調査」より筆者作成
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20歳代前半では大学進学率の上昇を背景にし

た労働力率の低下も読み取れる（注３）。つま

り、近年の「M字カーブ」の底上げは、主に

政策効果であり、未婚化の影響はごくわずか

だ。

　一方で、「M字カーブ」の底上げは進むも

のの、解消には至っていない。内閣府「平成

29年版 男女共同参画白書」によれば、女性

の非労働力人口2,845万人のうち、274万人が

就業を希望している。求職活動をしていない

理由は、「出産・育児のため」（33.0％）が最

も多く、「適当な仕事がありそうにない」（28.7

％）が続く。待機児童の解消や女性で多い非

正規雇用者でも育児休暇を取りやすい環境を

整備するなど、女性の就労環境の改善がさら

に進むことで、まだまだ働く女性が増える余

地はある。

■２．強い女性の消費意欲

　働いて自分で収入を得る女性が増えること

は、実は手っ取り早く日本の消費市場を活性

化させる可能性がある。それは、女性の方が

男性よりも消費意欲が旺盛なためだ。

　年収階級別に単身勤労者世帯の男女の消費

性向を比べると、ほぼ全ての階級で男性より

女性の方が高くなる（図表３）。つまり、同

じだけの可処分所得があると、その金額によ

らず、男性より女性の方が多くを消費に費や

すということだ。

　単身勤労者世帯の男女の消費支出の内訳を

比べると、女性では住居やファッション、交

際費などにかける金額が多く、食料や交通・

通信、教養娯楽費は少ない傾向がある。また、

（図表２）女性の労働力率変化の要因分解

（注）総務省「労働力調査」のデータから、文中の数式に基づいて計算。
（資料）総務省「労働力調査」より筆者作成
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男女とも年収の増加に伴って、全体的に支出

額が増えるが、特に教養娯楽やファッション

など生活必需性の低いもので増加幅が大きく

なる。また、全体的に女性の方が増加幅は大

きい傾向があり、特にファッションや美容関

連の支出で目立つ。

　つまり、男女とも年収の増加に伴って、生

活を各方面からグレードアップさせていく

が、特に旅行や身に着けるもの、交際などの

ちょっとした贅沢で顕著であり、その傾向は

男性より女性の方が強い。

■３．ライフステージ変化で自
分のものから家族のものへ

　結婚や子どもの誕生などライフステージに

よらず働き続ける男性とは異なり、女性では

ライフステージが変わると働き方を変えるこ

とも多く、消費生活も自ずと変わってくる。

　ニッセイ基礎研究所の調査（注４）データを

用いて、20〜30歳代の働く女性について、独

身・妻（既婚で子どもなし）・母（既婚で子

どもあり）という３つのライフステージ別に、

「日常生活でお金をかけているもの」のラン

キングを得た（図表４）。

　図表４を見ると、独身から妻、母へとライ

フステージが進むとともに、「趣味」や「フ

ァッション」、「美容・エステ」などの『自分

のための消費』から、「普段の食事」や「子

（図表３）年収階級別に見た単身勤労者世帯の消費性向

（資料）総務省「平成26年全国消費実態調査」より筆者作成
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どもの教育費」、「貯蓄」、「ローンの返済」な

ど『家族のための消費』へとうつる様子が分

かる。

　なお、図表は省略するが、専業主婦の母で

は、１位「普段の食事」（46.6％）、２位「子

どもの教育費」（32.5％）、３位「貯蓄」（27.7

％）、４位「外食」（22.5％）、５位「ローン

の返済」（18.5％）であり、「外食」を家族の「外

食」と見れば、上位５位は全て『家族のため

の消費』だ。一方で働く母では、４位に「フ

ァッション」があがる。「ファッション」に

お金を使うことは、家庭の外で働く女性のな

らではの特徴と言えそうだ。

　さらに、同じデータを用いて、働く女性の

消費志向を分析すると（詳細は既出レポート

参照（注５））、20〜30代の働く女性の購買行

動要因には、「安全・環境配慮志向」、「情報

収集・比較検討志向」、「こだわり志向（価格

より品質）」、「ブランド志向」、「衝動買い志

向」、「感覚志向」の６つが存在する。なお、

専業主婦には「衝動買い志向」はあらわれな

い。

　これらの志向の強さをライフステージ別に

見ると、独身では「感覚志向」や「ブランド

志向」が強く、妻では「情報収集・比較検討

志向」が強いほか、「こだわり志向」や「安

全・環境配慮志向」もやや強い（図表５）。

一方、母では「安全・環境配慮志向」や「情

報収集・比較検討志向」、「衝動買い志向」が

強い。

（図表４）ライフステージ別に見た日常生活でお金をかけているもの（20〜30歳代就業女性）

（注）日常生活でお金をかけているものとして、「普段の食事」「外食」「ファッション」「美容・エステ」「家具・インテ
リア」「家電・AV機器」「自動車」「国内旅行」「海外旅行」「レジャー」「スポーツ」「趣味」「自分の教養・勉強」「子
どもの教育」「お中元・お歳暮」「プレゼント」「交際」「PC・インターネット」「携帯・スマートフォン」「健康・
リラックス」「医療」「貯蓄」「株など投資」「ローンの返済」「その他」の計25の選択肢を用意して尋ねて得た上位
10位。

（資料）ニッセイ基礎研究所より筆者作成
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　つまり、結婚して妻や母になると、ブラン

ド名や感覚を重視するのではなく、中身を吟

味して買うようになる。さらに、母では安全

や環境にも配慮するようになる。子どもの食

の安全や子どもが育つ環境への意識の高さが

あるのだろう。なお、働く母では「衝動買い

志向」が強いことも特徴的だ。仕事と子育て

に追われて時間がないために、短時間で買い

物をしなければいけない、あるいは溜まって

いるストレスの発散ということなのかもしれ

ない。

■４．共働き・子育て世帯の時
短・代行ニーズ

　出産や子育てで離職する女性が減ること

で、今後、ますます働く母は増えていく。次

に、働く母の消費を世帯（共働き・子育て世

帯）として見ていきたい。

　子育て世帯は、1990年代では専業主婦世帯

が多くを占めていたが、現在では共働き世帯

が逆転している。厚生労働省「平成28年国民

生活基礎調査」によると、18歳未満の児童の

いる世帯の父母の就業状況は、共働き世帯が

54.4％、専業主婦世帯が29.9％である。

　子育て世帯の消費の特徴は、支出に占める

「教育」の割合が高いこと、また、「教養娯楽」

や「被服及び履物」が占める割合も若干高い

（図表５）ライフステージ別に見た購買行動要因の強さ（20〜30歳代就業女性）

（注）「ブランド志向」は、いつも買うブランドを決めている、無名なものより有名なものを
買う、「感覚志向」は自分の感覚を最も頼りにして買い物をするという意味合いが強い。

（資料）ニッセイ基礎研究所より筆者作成
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一方、「住居（家賃など）」や「保険医療」が

低いことである（総務省「家計調査」）。教育

費など子どもにかかる支出が多く、持ち家率

が高いこと（つまり、家賃が少ない）、子ど

もの医療費が無料の自治体も多いことが支出

にあらわれている。

　子育て世帯のうち、共働き世帯の特徴を捉

えるために、専業主婦世帯と対比する。まず、

家計収支については、共働き世帯の方が専業

主婦世帯より世帯収入（月平均＋8.5万円）

が多く、消費支出（＋2.7万円）や預貯金純

増（＋3.3万円）も多い。消費内訳については、

共働き世帯の方が「教育」（＋1.2万円）や「交

通・通信」（＋７千円）、交際費や諸雑費など

を含む「その他の消費支出」（＋1.1万円）が

多い一方、持ち家率が高いために「住居（家

賃など）」（▲２千円）が少ない（図表６）。

　共働き世帯で多い「教育」は主に「授業料」

や「補助学習費」によるものだ。共働き世帯

では専業主婦世帯と比べて、授業料の高い私

立へ子どもを通わせている家庭が多く、学習

塾代にも比較的多くを費やしており、子ども

１人当たりの教育費が高くなっている。

　この状況は小学校の「お受験」市場にもあ

らわれている。かつて、「お受験」は山の手

の専業主婦世帯の印象が強かっただろうが、

近年では働く母親の存在感がある。調査（注６）

によれば、私立小学校受験児童の母親の４割

強が就業しており、フルタイム就労も２割弱

を占める。

　近年、高収入の共働き世帯に向けた子ども

の教育関連サービスは、高額にも関わらず人

気があり、ややインフレ気味の状況がある。

例えば、民間学童保育クラブにネイティブ教

（図表６）子育て世帯の消費内訳（2016年）

（注１）いずれも核家族で子二人の世帯
（注２）５千円以上に実線、２千円以上５千円未満の差に点線の囲み
（資料）総務省「平成28年家計調査」より筆者作成
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師による英会話教室や学習塾、楽器などの習

い事教室が併設した施設では月10万円を超

え、子どもの習い事送迎タクシーは１回５千円

を超えるものもある。しかし、いずれも予約

を受けきれないほどと聞く。なお、教育費は

世帯収入に比例して増える傾向がある（注７）。

　「交通・通信」も共働き世帯で多いが、こ

れは自動車やスマートフォンの所有台数が多

く、支出がかさむためだ。また、買い替え頻

度や高額品を買っている可能性もある。共働

き世帯では、特に地方部では通勤手段として

自動車が複数台必要であること、在宅率が低

いために通信手段の必要性が高いこと、世帯

収入が比較的多く経済的に余裕があることな

どが影響しているのだろう。今後、共働き世

帯が増えると、これらの状況に拍車がかかる

可能性もあるが、自動車については、カーシ

ェアリングサービスやライドシェアリングサ

ービスなどの登場により、消費者全体として

自動車との付き合い方が変化していることを

考慮する必要がある。

　なお、共働き世帯でも専業主婦世帯でも消

費支出に占める割合は「食料」が最も高く、

支出額も同様だが、内訳には違いがある。共

働き世帯では「外食」や惣菜などの「調理食

品」が多く、食材が全体的に少ない。また、

共働き世帯では「家事代行サービス」（「家具

・家事用品」の内訳項目）の利用も比較的多

い。なお、これらの傾向は妻がパートタイム

で働く世帯よりフルタイムで働く世帯で強ま

るため、妻が忙しく働く世帯ほど利便性重視

志向（時間短縮ニーズや代行ニーズ）が強い

ことが読み取れる。時間がないことに加えて、

世帯収入が比較的多いことも影響しているの

だろう。ただし、前述の通り、働く母は安全

・環境配慮志向が強いため、単に利便性の高

い手段ではなく、食事の質の高さも求められ

る。

■５．消費力のあるパワーカッ
プル

　共働き世帯が増える中で、近年、妻が夫並

みに稼ぎ、消費力のある「パワーカップル」

の存在感が増している。総務省「労働力調査」

によると、「パワーカップル」（仮に夫婦とも

に年収700万円以上とする）は、2013年は21

万世帯だったが、2017年には26万世帯へと増

えており、この４年間で実に２割以上も増え

ている。なお、別の調査によれば、「パワー

カップル」は、20〜60代の共働き世帯の約５

％を占め、内訳はDINKS（Double Income 

No Kids）が約３割、DEWKS（Double 

Employed With Kids、共働き・子育て世帯）

が約７割であり、DEWKSでは第１子出産後

の30代や子育て中もキャリアを積み続けた50

代が多い（注８）。

　「パワーカップル」の消費生活における特

徴は、共働き世帯で見られるような時間短縮

ニーズや代行ニーズ、教育熱の高さといった

傾向が強まることに加えて、高額消費意欲も

高いことだ。先の調査によれば、妻の年収別
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に「日常生活でお金をかけたいもの」を見る

と、年収700万円以上では、海外旅行や外食、

住居購入（マンションが比較的多い）、自動

車購入などの選択割合が高い傾向がある。

■６．女性消費活性化に向けた
課題

　今後、ますます働く女性は増えていく。出

産後の就業継続や管理職登用も進むことで、

「パワーカップル」も増えるだろう。女性の

可処分所得が増える中で、女性の旺盛な消費

意欲をさらに活性化させるためには、働く女

性の消費の特徴を十分に捉えた商品やサービ

スの提供が求められる。女性では、ライフス

テージの進行に伴って『自分のための消費』

から『家族のための消費』へとうつるが、働

く女性では母でも「ファッション」の優先順

位も高い。また、「M字カーブ」の底上げで、

特に増加が期待される共働き・子育て世帯で

は時間がないために、食事や家事、子どもの

教育など多方面にわたり、時短ニーズや代行

ニーズが強い。さらに、「パワーカップル」

では海外旅行などの高額消費も期待できる。

　一方で「M字カーブ」の底上げは進むもの

の、未だ解消には至っていない。依然として、

就業希望はあるにもかかわらず、家事や育児

のために離職する女性は少なくない。都市部

での待機児童解消計画は後ろ倒しになってい

る。また、雇用形態によっては、育児休暇な

どの制度の整備が不十分であることに加え

て、制度がある場合でも利用しにくい雰囲気

などもあるだろう。正社員でも「マミートラ

ック」の問題もある。育児休暇や時間短縮勤

務などの制度を利用してフルタイム勤務に復

帰すると、以前のキャリアコースではなく昇

進・昇格とは縁遠いコースに固定され、モチ

ベーションが下がり、退職に至るケースもあ

る。さらに、職場の環境が整っても、家庭で

の分担が妻に偏りがちな状況がある。女性が

働くためには解決すべき課題は多く、これら

を１つ１つ丁寧に解決する必要がある。

　また、女性だけでなく男性も含めた現役世

代では、旧世代と比べた雇用環境の厳しさに

加えて、少子高齢化による社会保障不安もあ

り、これらを背景に消費抑制傾向も強い。働

く女性の消費をはじめ現役世代の消費を活性

化するためには、女性の消費の特徴に注目し

た商品やサービスの提供を増やすとともに、

現役世代の可処分所得の引き上げや社会保障

制度の持続性を確保するなど経済不安を緩和

する必要もある。

（注１）	「日本再興戦略―JAPAN is BACK―」（平成

25年６月14日）
（注２）	 厚生労働省「平成28年版働く女性の実情」を

参考にした。
（注３）	 久我尚子「『M字カーブ』底上げの要因分解―

『女性の活躍促進』政策の効果が大きく、未婚化効

果はごくわずか」、ニッセイ基礎研究所、基礎研レ

ター（2017／12／21）
（注４）	 消費生活等に関する調査。調査対象は学生を

除く20〜39歳の男女、郵送調査、2012／７〜８実施、

調査機関は株式会社インテージ、有効回答数3,513。
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（注５）	 久我尚子「働く女性の消費実態〜独身・妻・

母の生活状況や消費志向の違いは？」、ニッセイ基

礎研究所、基礎研レポート（2013／５／13）
（注６）	 望月由起「現代日本の私立小学校受験：ペア

レントクラシーに基づく教育選抜の現状」（学術出

版会、2011）
（注７）	 例えば、文部科学省「平成28年度子供の学習

費調査」によると、小学生のいる世帯の年間学校

外活動費（学校教育費と学校給食費以外の教育費、

学習塾や習い事等）は世帯年収に比例して増加。
（注８）	 久我尚子「じわり存在感、『パワーカップル』

の妻の特徴は?―高収入妻はDINKSだけでなく、出

産前後の30代や子育て中もキャリアを積み続けた

50代のDEWKSでも多い」、ニッセイ基礎研究所、

基礎研レポート（冊子版）2017年11月号

1


